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皆
さ
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め
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繰
越
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前
年
度
か
ら
持
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越
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■
繰
入
金
■

主
に
各
種
基
金
の
取
り
崩
し
に

よ
っ
て
繰
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
交
付
税
■

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し
た
税
金

の
中
か
ら
、
市
の
財
政
状
況
に
応

じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
国
・
県
支
出
金
■

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、
国
や
県

か
ら
交
付
さ
れ
る
お
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■
市
債
■

市
の
借
金
の
こ
と

事
業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
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融

機
関
か
ら
借
り
入
れ
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お
金

■
地
方
譲
与
税
■

国
が
徴
収
し
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自
動
車
重
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税
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ど
か
ら
配
分
さ
れ
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お
金

■
自
主
財
源
■

市
が
独
自
に
得
る
こ
と
が
で
き
る

お
金

市
税
、
分
担
金
負
担
金
、
使
用
料
、

手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附
金
、

繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸
収
入
な
ど

■
依
存
財
源
■

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借

り
入
れ
る
お
金

地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
、

市
債
、
地
方
譲
与
税
な
ど

　

平
成
三
十
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、

前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
二
・
〇
％
減
の

二
百
一
億
三
百
万
円
と
な
っ
た
も
の
の
、
平

成
二
十
八
年
度
か
ら
三
年
連
続
で
二
百
億
円

を
超
え
る
積
極
型
予
算
に
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
県
支
出
金
や
財
産
収
入
を
増

額
計
上
す
る
一
方
で
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
減

少
を
見
込
ん
だ
寄
附
金
の
減
額
、
国
の
財
政

計
画
な
ど
を
踏
ま
え
た
地
方
交
付
税
の
減
額

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
新
年
度
に
市
制
施
行
六
十
周

年
を
迎
え
る
に
あ
た
り
、
各
種
記
念
事
業
を

計
上
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
教
育
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

に
向
け
、
大
富
中
学
校
武
道
場
新
設
工
事
、

国
際
理
解
を
は
ぐ
く
む
学
校
教
育
支
援
事
業

を
新
規
計
上
し
た
ほ
か
、
英
語
指
導
助
手
を

増
員
し
外
国
語
教
育
を
充
実
さ
せ
る
た
め
、

語
学
指
導
事
業
を
拡
充
し
て
計
上
し
ま

し
た
。

　

さ
ら
に
、
認
定
こ
ど
も
園
の
開
設
や
学
童

保
育
所
の
開
所
な
ど
、
児
童
福
祉
施
設
の
充

実
を
は
か
る
と
と
も
に
、
東
の
杜
資
料
館
再

開
館
に
向
け
た
運
営
事
業
、
就
農
フ
ァ
ー
ス

ト
ス
テ
ッ
プ
支
援
事
業
、Ｇ
Ｉ
東
根
さ
く
ら

ん
ぼ
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
事
業
等
、
本
市
の
魅

力
を
向
上
さ
せ
る
事
業
を
多
数
計
上
し
て
い

ま
す
。

２０１億３００万円
【一般会計】

その他※
23億7,941万円
（11.8%）

（＋2,660万円）

民生費
64億3,631万円
（全体の32.0%）
（前年度当初予算比
－1億9,842万円） 

総務費
30億4,925万円
（15.2%）

（－1億7,263万円）
教育費

27億1,906万円
（13.5％）

（－3億3,149万円）

公債費
19億6,395万円
（9.8%）

（＋7,646万円）

土木費
20億3,516万円
（10.1%）

（＋1億5,775万円）

衛生費
15億1,986万円
（7.6%）

（＋2,374万円）

市債
15億880万円
（7.5%）

（－1億610万円） 市税
62億5,409万円
（全体の31.1%）
（前年度当初予算比

＋806万円） 

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など
39億1,874万円
（19.5%）

（－3億2,636万円） 

地方交付税
38億4,200万円
（19.1%）

（－8,500万円）

国県支出金
34億6,616万円
（17.3%）
（－360万円）

依存財源
（49.4%）

【特集】平成30年度　施政方針・当初予算

一 般 会 計
前年度比（％）予　算　額会　計　名

△ 2.0201億300万円一般会計
特 別 会 計

前年度比（％）予　算　額会　計　名

△3.7113億5,330万円特別会計合計
△15.544億9,700万円国民健康保険

25.0150万円東 根 財 産 区

1.220億7,600万円公共下水道事業

7.742億4,900万円介 護 保 険

0.0180万円市 営 墓 地

13.55億2,800万円後期高齢者医療

企 業 会 計
前年度比（％）予　算　額会　計　名

2.311億5,423万４千円水 道 事 業
0.92億1,662万４千円工業用水道事業

※特別会計とは、特定の歳入を特定の歳出に充てるもので、一般会計の歳出と
区分する必要がある事業などの場合に設置されています。

※企業会計は、収益的支出の予算額を掲載しています。
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務
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庁
舎
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わ
れ
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に
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わ
れ
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わ
れ
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■
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債
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■
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れ
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わ
れ
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■
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わ
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■
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光
振
興
な
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わ
れ
る
お
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■
消
防
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消
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使
わ
れ
る
お
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＊
平
成
30
年
に
実
施
さ
れ
る
主
な

事
業
の
予
算
額
は
、
５
〜
８

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

一般会計予算の概要

歳出  201億300万円

歳入  201億300万円

総務費について
　市制施行60周年の節目の
年を迎えるにあたり、市制施
行60周年記念事業を新規計
上しています。また、国際交
流を更に推し進める年として
国際交流事業や国際交流員配
置事業を継続して計上してい
ます。
　一方、ふるさと納税制度の
見直しに伴う影響により、全体
として減額を見込んでいます。

民生費について
　小田島学童保育所の新設や
大森学童保育所の追加整備を
はじめとする、各種児童福祉
施設の充実に伴う関連経費を
増額して計上しています。
　一方、前年度に実施した民
間保育所などへの整備補助が
完了したことで、全体として
減額を見込んでいます。

市税について
　平成29年度決算見込や景
気動向を踏まえ、市民税での
増額を見込む一方、評価替え
の影響による固定資産税、都
市計画税の減額を見込み、全
体では0.1％の増を見込んで
います。
　評価替えの影響はあるもの
の、景気動向などによる市税
の増収等により、自主財源が
全体の50.6％となり、昨年度
に引き続き５割を超えました。

繰入金、寄附金について
　繰入金は、神町小学校改築
に向けた用地購入費への学校
建設基金からの繰入額が大き
く減少したことから、減額を
見込んでいます。
　寄附金は、ふるさと納税に
係る寄附金の減額を見込んで
います。

地方消費税交付金につ
いて
　平成29年度決算見込や地
方消費税精算基準の見直しに
よる影響などから、増額を見
込んでいます。

※その他は、農林水産業費・商工費・消防費など

土木費について
　市道除排雪事業を増額計上
したほか、小型ロータリー除
雪車の購入経費を計上し、全体
として増額を見込んでいます。

教育費について
　大富中学校武道場の整備に
係る費用や国際理解教育の充
実に係る費用を新たに計上す
るとともに、神町小学校改築
事業、学校トイレリニューアル
事業、東の杜資料館リノベー
ション事業を継続して計上し
ています。また語学指導事業
を拡充して計上しています。
　一方、神町小学校改築に係
る用地購入費の縮小により、
全体として大幅な減額を見込
んでいます。

その他※その他※
23億7,941万円23億7,941万円
（11.8%11.8%）

（＋（＋2,660万円2,660万円）

民生費民生費
64億3,631万円64億3,631万円
（全体の32.0%）（全体の32.0%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比
－1－1億9,842万円） 億9,842万円） 

総務費総務費
30億4,92530億4,925万円万円
（15.2%15.2%）

（－1億7,263（－1億7,263万円万円）
教育費教育費

27億1,906万円27億1,906万円
（13.5％）（13.5％）

（－3億3,149万円）（－3億3,149万円）

公債費公債費
19億6,395万円19億6,395万円
（9.8%9.8%）

（＋7,646（＋7,646万円万円）

土木費土木費
20億3,51620億3,516万円万円
（10.1%）（10.1%）

（＋1億5,775万＋1億5,775万円）円）

衛生費衛生費
15億1,986万円15億1,986万円
（7.6%）（7.6%）

（＋（＋2,3742,374万円）万円）

市債市債
15億880万円15億880万円
（7.5%）（7.5%）

（－（－1億610万1億610万円）円） 市税市税
62億5,409万円62億5,409万円
（全体の31.1%）（全体の31.1%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比

＋806806万円） 万円） 

繰越金・繰入金・繰越金・繰入金・
寄附金・寄附金・諸収入など諸収入など
39億1,874万円39億1,874万円
（19.5%19.5%）

（－3億2,636万円） 3億2,636万円） 

地方交付税地方交付税
38億4,200万円38億4,200万円
（19.1%19.1%）

（－8,500万円－8,500万円）

国県支出金国県支出金
34億6,616万円34億6,616万円
（17.3%）（17.3%）
（－360万円）（－360万円）

依存財源依存財源
（49.449.4%）%）

自主財源
（50.6%）

市債
15億880万円
（7.5%）

（－1億610万円）

地方譲与税・
地方消費税交付金など
11億1,320万円
（5.5%）
（＋9,500万円）

依存財源
（49.4%）

その他※
23億7,941万円
（11.8%）

（＋2,660万円）

市税
62億5,409万円
（全体の31.1%）
（前年度当初予算比

＋806万円） 

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など
39億1,874万円
（19.5%）

（－3億2,636万円） 

地方交付税
38億4,200万円
（19.1%）

（－8,500万円）

国県支出金
34億6,616万円
（17.3%）
（－360万円）

民生費
64億3,631万円
（全体の32.0%）
（前年度当初予算比
－1億9,842万円） 

総務費
30億4,925万円
（15.2%）

（－1億7,263万円）
教育費

27億1,906万円
（13.5％）

（－3億3,149万円）

公債費
19億6,395万円
（9.8%）

（＋7,646万円）

土木費
20億3,516万円
（10.1%）

（＋1億5,775万円）

衛生費
15億1,986万円
（7.6%）

（＋2,374万円）

【特集】平成30年度　施政方針・当初予算


